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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
　

回次
第113期

第３四半期累計期間
第114期

第３四半期累計期間
第113期

会計期間
自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日

自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日

自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日

売上高 (百万円) 8,175 8,488 11,387

経常利益又は経常損失（△） (百万円) 353 △201 458

四半期(当期)純利益
又は四半期純損失(△)

(百万円) 211 △156 304

持分法を適用した場合の
投資利益

(百万円) ― ― ―

資本金 (百万円) 1,510 1,510 1,510

発行済株式総数 (千株) 15,400 15,400 15,400

純資産額 (百万円) 8,069 8,000 8,160

総資産額 (百万円) 16,646 15,227 16,831

１株当たり四半期(当期)純利益
金額又は四半期純損失金額(△)

(円) 13.83 △10.24 19.87

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 3

自己資本比率 (％) 48.5 52.5 48.5

　

回次
第113期

第３四半期会計期間
第114期

第３四半期会計期間

会計期間
自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日

自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期純損失金額(△)

(円) 0.72 △7.57

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．当社は持分法の対象となる関連会社がありませんので、持分法を適用した場合の投資利益については記載し

ておりません。

３．売上高には消費税等は含まれておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。
　

２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。　
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。　

　

(1) 業績の状況

当第３四半期累計期間においてはヨーロッパ経済の混乱、アメリカ経済の低迷、中国の経済成長率の鈍

化、また、国内では東日本大震災、福島原発事故の影響に加え、タイの洪水に伴い経済活動が停滞し、さら

に歴史的円高が続き、わが国経済は低迷した状況にあります。

このような状況の中、海運業界は荷動きの低迷、円高の厳しい環境下にあり、造船業界においても受注

の激減、韓国、中国との価格競争が激しい状況が続いております。　

当社におきましても、当期は厳しい経営対応を迫られ、当第３四半期累計期間は売上高は8,488百万円

（前年同期比3.8%増）となりましたが、厳しい価格のエンジンの売上、また円高による外航船向け部分品

及び修理工事の売上が計画未達成であったこと等により経常損失201百万円（前年同期は経常利益353百

万円）を余儀なくされました。　

　

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(3) 研究開発活動

当第３四半期累計期間の研究開発費の金額は31百万円であります。

　

(4) 従業員数

当第３四半期累計期間において、従業員数の著しい増減はありません。

　

(5) 生産、受注及び販売の実績

当第３四半期累計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい増減はありません。

　

(6) 主要な設備

当第３四半期累計期間において、主要な設備の著しい変動はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 32,000,000

計 32,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 15,400,00015,400,000
東京証券取引所
市場第二部

単元株式数
1,000株

計 15,400,00015,400,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年10月１日～
平成23年12月31日

― 15,400,000 ― 1,510,000 ― 926,345

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日(平成23年９月30日)に基づく株主名簿による記載をし

ております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成23年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 　93,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

15,047,000
15,047 ―

単元未満株式
普通株式
 

 
260,000

― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 15,400,000― ―

総株主の議決権 ― 15,047 ―

　

② 【自己株式等】

　 　 平成23年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社赤阪鐵工所

東京都千代田区
有楽町一丁目７番１号

93,000 ― 93,000 0.60

計 ― 93,000 ― 93,000 0.60

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(平成23年10月１日から

平成23年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成23年４月１日から平成23年12月31日まで)に係る四

半期財務諸表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。　
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,181,832 2,827,200

受取手形及び売掛金 3,808,051 ※
 3,808,296

製品 792,403 －

仕掛品 2,714,875 2,793,689

原材料及び貯蔵品 526,257 531,873

その他 398,467 318,358

貸倒引当金 △5,634 △8,543

流動資産合計 11,416,254 10,270,875

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,961,658 1,863,116

機械及び装置（純額） 1,798,916 1,427,475

その他（純額） 698,893 671,536

有形固定資産合計 4,459,467 3,962,128

無形固定資産 22,733 20,635

投資その他の資産

投資その他の資産 957,440 999,103

貸倒引当金 △24,895 △25,637

投資その他の資産合計 932,545 973,465

固定資産合計 5,414,746 4,956,229

資産合計 16,831,000 15,227,105

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,640,134 2,138,633

短期借入金 1,322,758 1,111,752

未払法人税等 7,093 1,838

引当金 249,793 182,651

その他 1,252,063 962,538

流動負債合計 5,471,842 4,397,414

固定負債

社債 412,800 369,600

長期借入金 2,148,900 1,838,886

退職給付引当金 170,619 145,886

役員退職慰労引当金 145,691 155,441

資産除去債務 4,600 4,600

その他 315,697 314,397

固定負債合計 3,198,307 2,828,811

負債合計 8,670,150 7,226,225
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(単位：千円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成23年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,510,000 1,510,000

資本剰余金 926,345 926,345

利益剰余金 5,679,733 5,477,090

自己株式 △30,726 △31,082

株主資本合計 8,085,353 7,882,354

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 67,767 118,525

繰延ヘッジ損益 7,729 －

評価・換算差額等合計 75,496 118,525

純資産合計 8,160,850 8,000,879

負債純資産合計 16,831,000 15,227,105
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(2)【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
 至 平成22年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成23年４月１日
 至 平成23年12月31日)

売上高 8,175,521 8,488,159

売上原価 6,661,111 7,553,808

売上総利益 1,514,409 934,350

販売費及び一般管理費 1,174,960 1,167,224

営業利益又は営業損失（△） 339,449 △232,873

営業外収益

受取利息 1,764 747

受取配当金 16,218 15,200

スクラップ売却益 25,978 24,397

受取技術料 － 31,119

助成金収入 29,902 4,800

その他 10,078 16,937

営業外収益合計 83,942 93,201

営業外費用

支払利息 64,268 58,845

その他 5,906 2,744

営業外費用合計 70,175 61,589

経常利益又は経常損失（△） 353,216 △201,260

特別利益

固定資産売却益 5,718 －

投資有価証券売却益 － 471

貸倒引当金戻入額 6,484 －

特別利益合計 12,202 471

特別損失

固定資産除却損 4,980 406

投資有価証券評価損 － 47,767

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 4,600 －

その他 307 156

特別損失合計 9,888 48,330

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 355,531 △249,119

法人税等 143,762 △92,410

四半期純利益又は四半期純損失（△） 211,768 △156,709
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【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
　

　
当第３四半期累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

税金費用の計算 税金費用については、事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効

税率を乗じて計算しております。ただし、見積実効税率を用いて税金を計算

すると著しく合理性を欠く場合は、法定実効税率を使用しております。

　
【追加情報】

　

当第３四半期累計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

　第１四半期会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号　平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日)を適用しておりま

す。

　
【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

※　四半期会計期間末日満期手形の会計処理について、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当第３四

半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形が四半期会計期間末残高に

含まれております。

　

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成23年12月31日)

受取手形 － 257,331千円

　
(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計

期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

　

　
前第３四半期累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

減価償却費 585,784千円 543,243千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)

配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日
定時株主総会

普通株式 91,851 6 平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金

　

当第３四半期累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日)

配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 45,922 3 平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金

　
(持分法損益等)

関連会社に関する事項

当社が有しているすべての関連会社は、損益及び利益剰余金その他の項目からみて重要性の乏しい関

連会社であるため、記載を省略しております。　

　
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社の事業は舶用内燃機関及び部分品の設計・製造・修理・販売及びその関連事業を主体とした単一

セグメントであるため、記載を省略しております。

　
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

　
前第３四半期累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期純損失金額（△）(円)

13.83 △10.24

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）(千円) 211,768 △156,709

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額
又は四半期純損失金額（△）(千円)

211,768 △156,709

普通株式の期中平均株式数(千株) 15,308 15,306

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年２月10日

株式会社赤阪鐵工所

取締役会  御中

東陽監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    榛    山  　榮    一    印

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    服    部　  信    義    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式
会社赤阪鐵工所の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第114期事業年度の第３四半期会計期間(平
成23年10月１日から平成23年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成23年４月１日から平成23年12月31
日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レ
ビューを行った。

　
四半期財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半
期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期
財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。

　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に
対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当
と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社赤阪鐵工所の平成23年12月31日現在の財政状
態及び同日をもって終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす
べての重要な点において認められなかった。

　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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